
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [213,989円]

類似団体内順位

[ 48/50 ]

全国市町村平均

121,478
兵庫県市町村平均

122,612

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

363,395

78,382

128,423

213,989

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.7]

類似団体内順位

[ 29/50 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

100.0

82.4

93.6 93.7

定員管理の適正度
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実質公債費比率 [16.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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適正度
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   （国との比較）
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類似団体平均

新温泉町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　人口の減少傾向及び高齢化（17年10月で29.24％）に加え、景気低迷による税収の減（対前年度△2.8％）などで類似団体平均を下回っているが、
今後は特別徴収班による税徴収率の向上を図る（現年課税分９８％目標）とともに、退職者不補充による職員数の削減（4年間で37人目標）及び投
資的経費の抑制などあらゆる面から歳出を抑制し、財政の健全化を図る。
【経常収支比率】
 　歳入では地方交付税をはじめとする経常一般財源の減少傾向、歳出では義務的経費の内、人件費は減（対前年度△4.4％）となったものの公債
費の増（対前年度10.6％）により増加傾向にある｡今後も定員管理計画に基づき人件費の削減を図り、行政評価の推進により事務事業の緊急度等
考慮する中で、長期継続契約方式など入札方法の見直しによる競争の強化により臨時的経費はもとより経常的経費の節減に努め、比率の上昇を
抑制する。
【ラスパイレス指数】
　枠外昇給の廃止、地域手当・管理職手当・その他各種手当の見直し等により類似団体及び全国町村平均とほぼ同程度となっている。今後は、人
事評価制度の導入を検討し、引き続き給与の適正化に努める。
【実質公債費比率】
　県内市町村平均より下回っているものの、全国的に見れば、地方交付税などの減少と併せて地方債の元利償還金が比較的多く、市町村平均を上
回っている｡今後は、ＣＡＴＶ整備事業をはじめ町合併に伴い必要となる各種普通建設事業等の実施、下水道事業特別会計の公債費の増加などに
より比率の上昇が予想されるが､投資的事業の整理・縮小を図り、新発債発行額を償還額の範囲内に抑制するなど、起債

　許可団体となる基準値（１８％）未満に抑える。
【人口一人あたり地方債残高】
　市町村合併前後の学校施設整備事業・ＣＡＴＶ整備事業・町営住宅建設事業・温泉地整備事業・漁港整備事業等の普通建設事業等の実施により発
行額が増加し、類似団体平均を上回っている｡今後も新町のまちづくりに必要となる各種事業を計画しているが、事業評価による計画の縮小・見直しな
ど検討し、地方債残高の増加を抑制する。
【人口1,000人あたり職員数】
　類似団体を上回っているが、市町村合併後の定員適正化計画に基づき、退職勧奨制度の積極的推進（退職勧奨を勤続20年以上の50歳以上）、退職
者補充の抑制（原則退職者の3分の１採用）を行うと共に、将来にわたり年齢構成のひずみが生じないよう計画的採用を行い､平成28年には類似団体
数値（対17年度比△29.7％、△71人）を目標とする。
【人口一人あたり人件費・物件費等決算額】
　類似団体と比較して適正度が低くなっているのは、特に平成17年度は年度中途で町合併を行ったため、合併に必要となる物件費（電算システム統合
経費他）が増加したことが要因のひとつとなっている。
　今後は指定管理者制度の導入、競争によるコスト削減、ＩＳＯ19001の拡大、もったいない精神の実践を通じてあらゆる方策で経費の抑制を図る。


